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保証期間とクレーム提起期限の関係
商品の売買契約における「契約違反の救済」としてのクレームは、次の二つに分類できる。
	(a)「商品自体の保証」に関する違反に対するクレーム

(b)「(a)以外の契約規定」違反に対するクレーム


(a)の「商品自体の保証」には、明示の保証（例えば、「品質（性能）保証規定」）及び黙示の保証（「商品性」や「特定目的適合性」などの保証）がある。

(b)の「(a)以外の契約規定」には、例えば、梱包条件、支払条件、貿易条件、船積条件、保険受験、準拠法条件、紛争解決条件などの規定を含み、全ての規定をいう。
なお、通常、クレーム提起期限のクレームという場合、(a)の「商品自体の保証」に対するクレームを意味する。

さらに、「保証期間」とは、通常、「商品自体の保証」における売主の提示する（買主と合意した）明示の保証の期間を意味する。一方、クレーム提起期限は、(a)及び(b)のクレーム提起の期限を意味する。

ここで、「保証期間」と(a)のクレームの内、「商品自体の保証」の明示の保証違反に対するクレーム提起期限とは自動的に一致するが、かかる「保証期間」と(a)の「商品自体の保証」の黙示の保証に対するクレーム、及び(b)のクレームに対する提起期限とは一致する必要はない。
ここで、クレーム提起期限のクレームを(a)のクレームに限って具体的に説明すると、例えば、機械の売買において売主がその機械は１日２０００個生産するとする「生産保証」を３年間、買主に与えたとすると、その「生産保証期間」は３年間となる。この時、クレーム提起期限として、その機械を受領後６ヶ月以内と契約書に規定してあっても、この「生産保証」に対するクレーム提起期限は３年間となる。しかし、この「生産保証」以外の保証については、６ヶ月以内がクレーム提起期限となる。
契約書における最終検査条項（Final Inspection Clause）とクレーム提起期限との関係は、例えば、CISGが適用される場合、検査時点が最終検査条項で規定した場所と時期となる。そのため、その時点から合理的期間内にクレームすることとなる。
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